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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第103期

第２四半期連結
累計期間

第104期
第２四半期連結
累計期間

第103期
第２四半期連結
会計期間

第104期
第２四半期連結
会計期間

第103期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ７月１日
至  平成20年
      ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

売上高 (千円) 52,938,83430,659,36326,264,70617,067,43590,152,826

経常利益又は経常損失
(△)(千円)

(千円) 1,889,626△318,314 709,074 644,393△1,393,108

四半期(当期)純利益又
は四半期(当期)純損失
(△)

(千円) 994,134△1,127,613331,187△344,028△1,812,562

純資産額 (千円) ― ― 48,264,65541,877,27242,478,890

総資産額 (千円) ― ― 99,757,55189,010,80785,997,426

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,703.921,476.611,499.26

１株当たり四半期
(当期)純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(円) 35.44 △40.17 11.80 △12.25 △64.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 31.71 ─ 10.57 ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 47.9 46.6 48.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,812,1202,716,277 ― ― 4,300,256

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △5,260,429△1,181,269 ― ― △7,720,614

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △461,1694,237,938 ― ― 902,754

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 11,685,85316,376,60810,449,464

従業員数 (名) ― ― 3,409 3,480 3,354

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第104期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益および第103期の潜在株

式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在しますが、１株当たり四半期（当期）純損失であ

るため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名)
 

3,480(375)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　臨時従業員数は、平均雇用人員を(　)外数で記載しております。　

３　臨時従業員には、パートタイマー及び期間契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 1,685

(注)　従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

自動車部品関連事業 15,578,221 △26.2

自動車製造用設備関連事業 1,217,451 △76.2

その他 50,405 22.8

合計 16,846,078 △35.9

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　金額算出基礎は、販売価格で計算しております。
３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における自動車製造用設備関連事業の受注実績を示すと、次のとおりで

あります。

なお、自動車製造用設備関連事業を除く製品については、見込生産を行っております。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

自動車製造用設備関連事業 1,746,397 △66.0 2,509,461 △56.5

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおり

であります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

自動車部品関連事業

軸受製品 6,372,390 △31.5

ダイカスト製品 3,483,955 △21.7

ガスケット製品 2,300,611 △18.1

組付製品他 3,582,513 △21.3

計 15,739,472 △25.5

自動車製造用設備関連事業

設備 1,024,112 △77.0

精密金型 253,774 △61.4

計 1,277,886 △75.0

その他 50,076 21.3

合計 17,067,435 △35.0

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

トヨタ自動車(株) 14,639,882 55.7 9,828,350 57.6
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 経営成績の分析
当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、企業の在庫調整が一段落し、一部で景気の回復の動きが見
られるものの、円高の進行や個人消費の低迷を背景とした企業業績の悪化など、依然として厳しい状況が
続きました。
自動車業界におきましては、昨年の世界的な金融不安による自動車販売の低迷から、回復の兆しが見え
てきておりますが、自動車販売の先行きは、依然不透明な状況にあります。
①売上高
当第２四半期連結会計期間の売上高は、世界的な自動車販売の減少により、17,067百万円となり,前
年同四半期連結会計期間に比べ9,197百万円減少（前期比35.0％減）しております。
②営業利益
当第２四半期連結会計期間の営業利益は、615百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ109百
万円減少しております。
③経常利益
当第２四半期連結会計期間の経常利益は、644百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ64百
万円減少しております。
④四半期純利益
当第２四半期連結会計期間の四半期純損失は、344百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ
675百万円減少しております。
　
事業の種類別セグメントの業績につきましては、自動車部品関連事業においては、売上高が15,739百万
円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ5,376百万円減少（前期比25.4％減）となり、自動車製造用
設備関連事業においては、売上高が1,277百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ3,829百万円減
少（前期比74.9％減）となりました。その他においては、売上高が50百万円となり、前年同四半期連結会
計期間に比べ8百万円増加（前期比21.3％増）となりました。
所在地別セグメントの業績につきましては、日本においては、売上高が15,287百万円となり、前年同四
半期連結会計期間に比べ7,724百万円減少（前期比33.5％減）となり、北米地域においては、売上高が411
百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ388百万円減少（前期比48.5％減）となり、アジア地域
においては、売上高が1,003百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ657百万円減少（前期比
39.5％減）となりました。その他の地域では、売上高が364百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比
べ426百万円減少（前期比53.9％減）となりました。
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(2) 財政状態の分析
①流動資産
当第２四半期連結会計期間末における流動資産の残高は36,991百万円であり、前連結会計年度末に
比べ5,090百万円増加しております。現金及び預金の増加6,202百万円が主な要因であります。
②固定資産
当第２四半期連結会計期間末における固定資産の残高は52,019百万円であり、前連結会計年度末に
比べ2,076百万円減少しております。有形固定資産の減少1,899百万円が主な要因であります。
③流動負債
当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は19,837百万円であり、前連結会計年度末に
比べ720百万円減少しております。未払費用の減少283百万円が主な要因であります。
④固定負債
当第２四半期連結会計期間末における固定負債の残高は27,296百万円であり、前連結会計年度末に
比べ4,335百万円増加しております。長期借入金の増加4,684百万円が主な要因であります。
⑤純資産
当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は41,877百万円であり、前連結会計年度末に比
べ601百万円減少しております。利益剰余金の減少1,366百万円、評価・換算差額等の増加730百万円が
主な要因であります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況
当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、16,376百万円と
なり、前年同四半期連結会計期間に比べ4,690百万円増加（前期比40.1％増）いたしました。
　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)
営業活動の結果増加した資金は、591百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ692百万円減少
（前期比53.9％減）いたしました。これは主に、売上債権の増加（前期比2,616百万円）、仕入債務の増加
（前期比2,151百万円）によるものです。
　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)
投資活動の結果使用した資金は、354百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ2,194百万円減少
（前期比86.1％減）いたしました。これは主に、有形固定資産の取得の減少（前期比2,132百万円）によ
るものです。
　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)
財務活動の結果使用した資金は、43百万円となり、前年同四半期連結会計期間に比べ395百万円減少
（前期比90.1％減）いたしました。これは主に、長期借入金の返済の減少（前期比213百万円）によるも
のです。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ
ん。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は324百万円であります。
当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況の重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備

の新設について、重要な変更及び重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,400,000

計 48,400,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,222,65728,222,657

東京証券取引所
(市場第一部)
名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株
であります。

計 28,222,65728,222,657 ―─ ―─

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づくストック・オプションの内容等は次のとおり
であります。

株主総会の特別決議(平成18年６月21日)

　 第２四半期会計期間末現在(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) 1,490(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ──

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 149,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,406(注)３

新株予約権の行使期間
平成20年７月１日～
平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,406
資本組入額　703

新株予約権の行使の条件

①対象取締役の退任・対象従業員の退職及び死亡の取
扱いは以下のとおりとする。

・当社の取締役、従業員の地位を有さなくなった場合、
当社子会社の取締役の地位を有さなくなった場合に
は、地位喪失日又は権利行使期間の開始日のいずれ
か遅い方から６ヶ月間に限り新株予約権を行使する
ことが出来る。ただし、新株予約権割当契約に定める
条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可
能期間等について制限がなされ、又は新株予約権を
当社に返還すべきこととなることがある。

・死亡した場合は相続人は新株予約権を行使すること
はできないものとする。

②その他、権利行使の条件は、本総会及び新株予約権発
行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割
当を受けたものとの間で締結する新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」とする。)以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、
次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てる。
新株予約権の目的たる株式総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使及び消却されていない新株予約権
の総数を乗じた数とする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむ
を得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で付与
株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後株式数に当該時点で行使及び消却されていな
い新株予約権の総数を乗じた数とする。
また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を
新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に公告または
通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場合には、以後速やか
に公告または通知するものとする。

３　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東京証券取引所における当社
普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額(１円未満の端数は切上
げ)、または割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高い金額とす
る。
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なお、割当日以降、以下の事由が生じた場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円
未満の端数は、これを切り上げる。

①　当社普通株式の分割又は併合を行う場合
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　
②　時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（会社法第194条の

規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正
する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡及び、「商法等
の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
の行使又は当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使による場合を除く。)には、行
使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に読み替えるものとする。

③　さらに、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当を行う場合
等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を
勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以
上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点にお
いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に
つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の
新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消
滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社
の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま
たは株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記３に定められる行使価額を組織
再編の条件等を勘案の上調整して得られる再編後払込金額に、上記(3)に従って決定される当該新株予約
権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使可能期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生
日のうちいずれか遅い日から、行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の
金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。増加する資本準備金の額
は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8)　新株予約権の取得条項
以下の①、②、③、④及び⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、
当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償
で新株予約権を取得することができる。
①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する
こと若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案
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株主総会の特別決議(平成19年６月20日)

　 第２四半期会計期間末現在(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) 2,140(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ──

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 214,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,824(注)３

新株予約権の行使期間
平成21年８月１日～
平成23年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,824
資本組入額　912

新株予約権の行使の条件

①対象取締役の退任・対象従業員の退職及び死亡の取
扱いは以下のとおりとする。

・当社の取締役、従業員の地位を有さなくなった場合、
当社子会社の取締役の地位を有さなくなった場合に
は、地位喪失日又は権利行使期間の開始日のいずれ
か遅い方から６ヶ月間に限り新株予約権を行使する
ことが出来る。ただし、新株予約権割当契約に定める
条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可
能期間等について制限がなされ、又は新株予約権を
当社に返還すべきこととなることがある。

・死亡した場合は相続人は新株予約権を行使すること
はできないものとする。

②その他、権利行使の条件は、本総会及び新株予約権発
行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割
当を受けたものとの間で締結する新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」とする。)以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、
次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てる。
新株予約権の目的たる株式総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使及び消却されていない新株予約権
の総数を乗じた数とする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむ
を得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で付与
株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後株式数に当該時点で行使及び消却されていな
い新株予約権の総数を乗じた数とする。
また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を
新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に公告または
通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場合には、以後速やか
に公告または通知するものとする。

３　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東京証券取引所における当社
普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額(１円未満の端数は切上
げ)、または割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高い金額とす
る。
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なお、割当日以降、以下の事由が生じた場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円
未満の端数は、これを切り上げる。

①　当社普通株式の分割又は併合を行う場合
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　
②　時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（会社法第194条の

規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正
する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡及び、「商法等
の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
の行使又は当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使による場合を除く。)には、行
使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に読み替えるものとする。

③　さらに、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当を行う場合
等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を
勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以
上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点にお
いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に
つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の
新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消
滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社
の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま
たは株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
(1)　交付する再編対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類
再編対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数
組織再編行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記３に定められる行使価額を組織
再編の条件等を勘案の上調整して得られる再編後払込金額に、上記(3)に従って決定される当該新株予約
権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使可能期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生
日のうちいずれか遅い日から、行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の
金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。増加する資本準備金の額
は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8)　新株予約権の取得条項
以下の①、②、③、④及び⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、
当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償
で新株予約権を取得することができる。
①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する
こと若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案
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株主総会の特別決議(平成20年６月19日)

　 第２四半期会計期間末現在(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) 1,910(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ──

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 191,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,269(注)３

新株予約権の行使期間
平成22年８月１日～
平成24年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,269
資本組入額　635

新株予約権の行使の条件

①対象取締役の退任・対象従業員の退職及び死亡の取
扱いは以下のとおりとする。

・当社の取締役、従業員の地位を有さなくなった場合、
当社子会社の取締役の地位を有さなくなった場合に
は、地位喪失日又は権利行使期間の開始日のいずれ
か遅い方から６ヶ月間に限り新株予約権を行使する
ことが出来る。ただし、新株予約権割当契約に定める
条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可
能期間等について制限がなされ、又は新株予約権を
当社に返還すべきこととなることがある。

・死亡した場合は相続人は新株予約権を行使すること
はできないものとする。

②その他、権利行使の条件は、本総会及び新株予約権発
行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割
当を受けたものとの間で締結する新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」とする。)以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、
次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てる。
新株予約権の目的たる株式総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使及び消却されていない新株予約権
の総数を乗じた数とする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむ
を得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で付与
株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後株式数に当該時点で行使及び消却されていな
い新株予約権の総数を乗じた数とする。
また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を
新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に公告または
通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場合には、以後速やか
に公告または通知するものとする。

３　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東京証券取引所における当社
普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額(１円未満の端数は切上
げ)、または割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高い金額とす
る。
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なお、割当日以降、以下の事由が生じた場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円
未満の端数は、これを切り上げる。

①　当社普通株式の分割又は併合を行う場合
　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　
②　時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（会社法第194条の

規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正
する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡及び、「商法等
の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
の行使又は当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使による場合を除く。)には、行
使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に読み替えるものとする。

③　さらに、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当を行う場合
等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を
勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以
上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点
において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予
約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再
編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株
式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
(1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類
再編成対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記３に定められる行使価額を組織
再編成の条件等を勘案の上調整して得られる再編成後払込金額に、上記(3)に従って決定される当該新株
予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使可能期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発
生日のうちいずれか遅い日から、行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の
金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。増加する資本準備金の額
は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8)　新株予約権の取得条項
以下の①、②、③、④及び⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、
当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償
で新株予約権を取得することができる。
①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
とについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する
こと若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することにつ
いての定めを設ける定款の変更承認の議案
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株主総会の特別決議(平成21年６月18日)

　 第２四半期会計期間末現在(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) 1,870(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ──

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 187,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 707(注)３

新株予約権の行使期間
平成23年８月１日～
平成25年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　  707
資本組入額　354

新株予約権の行使の条件

①対象取締役の退任・対象従業員の退職及び死亡の取
扱いは以下のとおりとする。

・当社の取締役、従業員の地位を有さなくなった場合、
当社子会社の取締役の地位を有さなくなった場合に
は、地位喪失日又は権利行使期間の開始日のいずれ
か遅い方から６ヶ月間に限り新株予約権を行使する
ことが出来る。ただし、新株予約権割当契約に定める
条件により、行使可能な新株予約権の数及び行使可
能期間等について制限がなされ、又は新株予約権を
当社に返還すべきこととなることがある。

・死亡した場合は相続人は新株予約権を行使すること
はできないものとする。

②その他、権利行使の条件は、本総会及び新株予約権発
行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割
当を受けたものとの間で締結する新株予約権割当契
約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を
要する。

代用払込みに関する事項 ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)４

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２　新株予約権を割り当てる日(以下「割当日」とする。)以降、当社普通株式の分割または併合を行う場合には、
次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の株式は、これを切り捨てる。
新株予約権の目的たる株式総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使及び消却されていない新株予約権
の総数を乗じた数とする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

また、割当日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむ
を得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲内で付与
株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後株式数に当該時点で行使及び消却されていな
い新株予約権の総数を乗じた数とする。
また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を
新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に公告または
通知する。ただし、当該適用の日の前日までに公告または通知を行うことができない場合には、以後速やか
に公告または通知するものとする。

３　行使価額は、割当日の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東京証券取引所における当社
普通株式の普通取引の終値(以下「終値」という。)の平均値に1.025を乗じた金額(１円未満の端数は切上
げ)、または割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値)のいずれか高い金額とす
る。
なお、割当日以降、以下の事由が生じた場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円
未満の端数は、これを切り上げる。

①　当社普通株式の分割又は併合を行う場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

②　時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（会社法第194条の
規定（単元未満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正
する等の法律」(平成13年法律第79号)附則第５条第２項の規定に基づく自己株式の譲渡及び、「商法等
の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号)の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権
の行使又は当社普通株式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の転換又は行使による場合を除く。)には、行
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使価額を次の算式により調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に読み替えるものとする。

③　さらに、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社の株式の普通株式へ配当を行う場合
等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当等の条件等を
勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以
上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点
において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」とい
う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予
約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再
編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株
式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
(1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数
残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類
再編成対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数
組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記２に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記３に定められる行使価額を組織
再編成の条件等を勘案の上調整して得られる再編成後払込金額に、上記(3)に従って決定される当該新株
予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権の行使可能期間
上記「新株予約権の行使期間」に定める行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発
生日のうちいずれか遅い日から、行使することができる期間の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の
金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとする。増加する資本準備金の額
は、上記の資本金等増加限度額から上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要するものとする。

(8)　新株予約権の取得条項
以下の①、②、③、④及び⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、
当社の取締役会決議又は代表執行役の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償
で新株予約権を取得することができる。
①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案
②当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案
③当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案
④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要するこ
とについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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第１回転換社債型新株予約権付社債(平成18年３月３日)

　 第２四半期会計期間末現在(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) 5,999(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ──

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)

本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を
新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普通
株式を移転(以下当社普通株式の発行または移転を当
社普通株式の「交付」という)する数は、行使請求に係
る本社債の発行価額の総額を別記「新株予約権の行使
時の払込金額」に定める転換価額で除して得られる最
大整数とする。この場合に１株未満の端数が生じたと
きは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,761(注)２

新株予約権の行使期間
平成18年５月１日～
平成23年３月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　1,761
資本組入額　881

新株予約権の行使の条件

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、
以後本新株予約権を行使することはできないものとす
る。また、各本新株予約権の一部について行使請求する
ことはできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
旧商法第341条ノ２第４項の定めにより本社債の社債
部分と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することは
できない。

代用払込みに関する事項 ──

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ──

新株予約権付社債の残高(千円) 5,999,000

(注) １　各本社債に付された本新株予約権の数は１個とする。本社債の券面総額に対する本新株予約権の付与割合は

100％とする。

２　転換価額の調整
(1) 本社債の発行後、第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更を生ずる場合または変更を生ず

る可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転換価額を調整す
る。

　

　 　 　 　 既発行
株式数

＋

新規発行・
処分株式数

×
１株あたりの
発行・処分価額

調整後
転換価額

＝
調整前
転換価額

×
時価

既発行株式数＋新規発行・処分株式数

　
(2) 転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期については、次

に定めるところによる。
①第(4)号②に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社普通株式を新たに発行または旧
商法第211条に基づき当社の有する当社普通株式を処分する場合。
調整後の転換価額は、当該当社普通株式の発行または処分における払込期日の翌日以降、また、当該当社普
通株式の発行の場合において募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。
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②株式分割により当社普通株式を発行する場合。
調整後の転換価額は、株式分割のための株主割当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益から
資本に組入れられることを条件にその部分をもって株式分割により当社普通株式を発行する旨取締役会
で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式分割
のための株主割当日とする場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした
株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。なお、上記ただし書の場合において、株式の分割のための
株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに本新株予
約権の行使をなした者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付する。ただし、当社は定款の
定めに従い単元未満株式については株券を発行しない。

　

株式数 ＝
(調整前転換価額 － 調整後転換価額 ) ×

調整前転換価額をもって行使により

当該期間内に交付された株式数

　 調整後転換価額

　
この場合に１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

③第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券もしくは転換できる証券
または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合。
調整後の転換価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初の転換価
額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して算出するも
のとし、その払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発行日)にその証券の全部が転換され、ま
たはその新株予約権もしくは新株予約権付社債の権利の全部が行使され、当社普通株式が新たに発行され
たものとみなし、その払込期日の翌日以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための株主割当日が
ある場合は、その日の終りにその証券の全部が転換され、またはその新株予約権もしくは新株予約権付社
債の権利の全部が行使され、当社普通株式が新たに発行されたものとみなし、その割当日の翌日以降これ
を適用する。

(3) 転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にとどまる
限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、この差額相当額は、その後転換価額の調整を必要とす
る事由が発生した場合に算出される調整後の転換価額にそのつど算入する。

(4)①転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。
②転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、第(2)号②ただし書の場合
は株主割当日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式
の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。
この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。
③転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主割当日がある場合はその日、また、株主割当日がない場
合は、調整後の転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日にお
ける当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。また、第(2)号②の場合には、転換価額調整式で使
用する新規発行・処分株式数は、株主割当日における当社の有する当社普通株式に割り当てられる当社
普通株式数を含まないものとする。

(5) 第(2)号の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、社債管理会社と協議
のうえ、その承認を得て、転換価額の調整を適切に行う。
①株式の併合、資本の減少、旧商法第373条に定められた新設分割、旧商法第374条ノ16に定められた吸収分
割、または合併のために転換価額の調整を必要とするとき。

②本号①のほか、当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額
の調整を必要とするとき。

③転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に
あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6) 第(1)号ないし第(5)号に定めるところにより転換価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によ
りその旨ならびにその事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及びその適用の日その他必要な事項を
社債管理会社に通知し、かつ、適用の日の前日までに必要な事項を公告する。ただし、第(2)号②ただし書
に示される株式分割の場合その他適用の日の前日までに前記の公告を行うことができないときは、適用
の日以降すみやかにこれを行う。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年７月１日～
平成21年９月30日

― 28,222,657― 6,193,989― 9,824,045

　

(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株
式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 9,676 34.28

株式会社豊田自動織機 愛知県刈谷市豊田町２丁目１番地 1,427 5.05

日本発条株式会社 横浜市金沢区福浦３丁目10 1,344 4.76

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,203 4.26

豊田通商株式会社 愛知県名古屋市中村区名駅４丁目９-８ 1,071 3.79

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 716 2.53

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 549 1.94

大豊工業従業員持株会 愛知県豊田市緑ヶ丘３丁目65番地 480 1.70

シービーエヌワイデイエフエイイン
ターナショナルキャップバリューポー
トフォリオ

東京都品川区東品川２丁目３番14号 327 1.15

野々山　秀夫 愛知県豊田市 305 1.08

計 ― 17,101 60.59

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)   　1,203千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口９)　　 716千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　　 549千株
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  　 152,400

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

28,039,300
280,393 ─

単元未満株式 普通株式　　　30,957 ― ─

発行済株式総数 28,222,657 ― ―

総株主の議決権 ― 280,393 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が次の通り含まれております。

自己保有株式　　　　　　　　　　98株

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大豊工業株式会社

愛知県豊田市緑ヶ丘
３丁目65番地

152,400 ─ 152,400 0.54

計 ― 152,400 ─ 152,400 0.54

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 710 780 796 777 737 725

最低(円) 439 663 683 636 674 668

(注)　株価の最高・最低については、東京証券取引所の株価によっております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結累計期間(平成20月７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成20月４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成21月７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成21月４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20月７月１

日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20月４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成21月７月１日から平成21年９月30日

まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21月４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 17,016,791 10,814,012

受取手形及び売掛金 12,138,569 12,182,620

有価証券 104,968 303,973

商品及び製品 2,021,676 2,007,004

仕掛品 1,632,483 1,726,977

原材料及び貯蔵品 2,103,074 2,193,940

繰延税金資産 662,686 974,304

未収還付法人税等 28,374 531,971

その他 1,297,244 1,207,206

貸倒引当金 △14,071 △40,423

流動資産合計 36,991,797 31,901,587

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 24,122,005 23,934,885

減価償却累計額 △12,843,026 △12,407,726

建物及び構築物（純額） 11,278,979 11,527,159

機械装置及び運搬具 67,801,679 67,650,440

減価償却累計額 △49,795,388 △48,137,622

機械装置及び運搬具（純額） 18,006,291 19,512,818

土地 12,726,536 12,699,157

建設仮勘定 3,119,982 3,067,019

その他 13,623,325 13,536,626

減価償却累計額 △12,525,872 △12,213,802

その他（純額） 1,097,452 1,322,824

有形固定資産合計 46,229,242 48,128,979

無形固定資産

無形固定資産合計 667,709 685,491

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 2,059,437

※１
 1,765,947

繰延税金資産 2,134,805 2,497,675

その他 ※１
 990,225

※１
 1,060,116

貸倒引当金 △62,408 △42,370

投資その他の資産合計 5,122,058 5,281,368

固定資産合計 52,019,010 54,095,839

資産合計 89,010,807 85,997,426
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,167,353 8,031,872

短期借入金 1,499,792 1,659,999

1年内返済予定の長期借入金 710,916 710,916

1年内償還予定の社債 5,000,000 5,000,000

未払費用 3,288,907 3,572,408

未払法人税等 181,865 93,465

役員賞与引当金 54,644 117,987

その他 933,854 1,370,932

流動負債合計 19,837,334 20,557,580

固定負債

社債 5,999,000 5,999,000

長期借入金 17,833,587 13,149,217

繰延税金負債 370,696 295,473

退職給付引当金 1,985,694 2,153,144

役員退職慰労引当金 253,519 331,494

負ののれん 733,431 928,694

その他 120,271 103,932

固定負債合計 27,296,201 22,960,955

負債合計 47,133,535 43,518,536

純資産の部

株主資本

資本金 6,193,989 6,193,989

資本剰余金 9,662,802 9,662,802

利益剰余金 26,677,620 28,044,169

自己株式 △189,553 △189,445

株主資本合計 42,344,859 43,711,515

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 177,370 880

為替換算調整勘定 △1,073,666 △1,627,692

評価・換算差額等合計 △896,296 △1,626,811

新株予約権 89,964 72,216

少数株主持分 338,744 321,970

純資産合計 41,877,272 42,478,890

負債純資産合計 89,010,807 85,997,426
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 52,938,834 30,659,363

売上原価 45,708,934 26,679,773

売上総利益 7,229,900 3,979,590

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 518,668 368,426

役員報酬 186,004 163,910

従業員給料 1,289,869 1,142,425

賞与 438,439 280,125

退職給付費用 110,037 101,448

法定福利費 222,720 215,425

福利厚生費 286,602 256,447

役員退職慰労引当金繰入額 49,887 62,715

役員賞与引当金繰入額 95,284 54,644

賃借料 170,422 172,922

旅費及び交通費 163,504 97,364

減価償却費 153,185 168,636

研究開発費 754,403 677,184

貸倒引当金繰入額 － 12,096

その他 990,248 786,359

販売費及び一般管理費合計 5,429,277 4,560,133

営業利益又は営業損失（△） 1,800,622 △580,543

営業外収益

受取利息 54,624 35,625

受取配当金 31,908 14,497

持分法による投資利益 18,736 16,039

負ののれん償却額 195,262 195,262

助成金収入 － 137,866

その他 228,133 117,701

営業外収益合計 528,665 516,992

営業外費用

支払利息 129,128 147,735

固定資産除却損 89,407 76,747

為替差損 104,279 －

その他 116,846 30,280

営業外費用合計 439,662 254,763

経常利益又は経常損失（△） 1,889,626 △318,314

特別利益

固定資産売却益 13,597 1,242

貸倒引当金戻入額 － 11,763

特別利益合計 13,597 13,005
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

特別損失

固定資産除却損 16,627 11,663

固定資産売却損 5,305 74

投資有価証券評価損 59,674 3,748

その他の投資評価損 7,654 4,200

貸倒引当金繰入額 3,399 －

退職給付制度改定損 116,827 －

その他 － 1,025

特別損失合計 209,490 20,712

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,693,732 △326,022

法人税、住民税及び事業税 377,803 139,948

法人税等調整額 276,213 659,268

法人税等合計 654,017 799,217

少数株主利益 45,580 2,374

四半期純利益又は四半期純損失（△） 994,134 △1,127,613
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 26,264,706 17,067,435

売上原価 22,825,087 14,184,457

売上総利益 3,439,618 2,882,978

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 256,675 198,065

役員報酬 91,139 79,569

従業員給料 619,480 570,283

賞与 196,687 136,231

退職給付費用 65,718 48,912

法定福利費 104,394 103,154

福利厚生費 141,787 129,863

役員退職慰労引当金繰入額 32,682 32,592

役員賞与引当金繰入額 46,454 26,246

賃借料 82,597 85,430

旅費及び交通費 77,075 55,659

減価償却費 76,316 87,226

研究開発費 408,826 317,292

貸倒引当金繰入額 － △683

その他 515,455 397,869

販売費及び一般管理費合計 2,715,292 2,267,713

営業利益 724,326 615,264

営業外収益

受取利息 38,455 20,194

受取配当金 △5,861 332

持分法による投資利益 13,312 24,849

負ののれん償却額 97,631 97,631

助成金収入 － 37,297

その他 86,267 71,527

営業外収益合計 229,805 251,832

営業外費用

支払利息 72,257 77,396

固定資産除却損 66,174 55,125

為替差損 53,150 75,257

その他 53,474 14,924

営業外費用合計 245,057 222,703

経常利益 709,074 644,393
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（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

特別利益

固定資産売却益 12,719 1,242

投資有価証券評価損戻入益 － 6,707

貸倒引当金戻入額 － 11,763

特別利益合計 12,719 19,712

特別損失

固定資産除却損 16,560 473

固定資産売却損 5,123 74

投資有価証券評価損 51,916 －

その他の投資評価損 5,644 4,200

貸倒引当金繰入額 2,295 －

退職給付制度改定損 116,827 －

その他 － 1,025

特別損失合計 198,368 5,773

税金等調整前四半期純利益 523,425 658,332

法人税、住民税及び事業税 △117,241 121,683

法人税等調整額 290,392 879,856

法人税等合計 173,150 1,001,540

少数株主利益 19,087 820

四半期純利益又は四半期純損失（△） 331,187 △344,028
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,693,732 △326,022

減価償却費 3,646,534 3,061,235

負ののれん償却額 △195,262 △195,262

退職給付引当金の増減額（△は減少） △23,770 △171,271

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △52,967 △77,974

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △100,462 △63,342

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,184 △8,510

受取利息及び受取配当金 △86,532 △50,122

支払利息 129,128 147,735

投資有価証券評価損益（△は益） 59,674 3,748

固定資産除却損 106,035 88,410

固定資産売却損益（△は益） △16,362 △102

持分法による投資損益（△は益） △18,736 △16,039

売上債権の増減額（△は増加） 1,969,538 110,409

たな卸資産の増減額（△は増加） △466,818 257,980

仕入債務の増減額（△は減少） △2,254,393 88,855

未払消費税等の増減額（△は減少） 78,110 176,014

その他 507,110 △648,669

小計 4,967,374 2,377,073

利息及び配当金の受取額 93,442 45,955

利息の支払額 △129,128 △147,521

法人税等の支払額 △1,119,568 △76,051

法人税等の還付額 － 516,821

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,812,120 2,716,277

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △433,091 △331,068

定期預金の払戻による収入 444,000 155,500

有価証券の取得による支出 △100,000 －

有価証券の償還による収入 － 200,000

投資有価証券の取得による支出 △100,370 △767

投資有価証券の売却による収入 84,000 －

有形固定資産の取得による支出 △4,935,404 △1,249,803

有形固定資産の売却による収入 22,726 19,345

貸付けによる支出 △279 △1,287

貸付金の回収による収入 3,704 22,079

関係会社出資金の払込による支出 △165,954 －

その他 △79,759 4,732

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,260,429 △1,181,269
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,271,002 240,000

短期借入金の返済による支出 △722,844 △400,207

長期借入れによる収入 － 5,000,000

長期借入金の返済による支出 △565,338 △355,458

自己株式の取得による支出 △1,230 △107

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △3,527 △14,730

新株予約権の行使による株式の発行による収入 66,270 －

配当金の支払額 △504,192 △224,562

少数株主への配当金の支払額 △680 △6,171

その他 △629 △824

財務活動によるキャッシュ・フロー △461,169 4,237,938

現金及び現金同等物に係る換算差額 △187,316 154,198

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,096,793 5,927,144

現金及び現金同等物の期首残高 13,782,647 10,449,464

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 11,685,853

※１
 16,376,608
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【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日  至　平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めていた「貸倒引当金繰入

額」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半

期連結累計期間の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれる「貸倒引当金繰入額」は1,816千円でありま

す。

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日  至　平成21年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

前第２四半期連結会計期間において、販売費及び一般管理費の「その他」に含めていた「貸倒引当金繰入

額」は当第２四半期連結累計期間において重要性が増加したため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記す

ることとしました。なお、前第２四半期連結会計期間の販売費及び一般管理費の「その他」に含まれる「貸倒引

当金繰入額」は21千円であります。

 

　

【簡便な会計処理】

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

１  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

２  法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっております。

前連結会計年度末以降に経営環境等、または、一時差異等の発生状況に

著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した

将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化の影響を

加味したものを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１ 非連結子会社及び関連会社の株式等

投資有価証券(株式) 60,765千円

(うち、共同支配企業に対する投資

の金額)
60,765千円

投資その他の資産その他 241,760千円

(出資金) 　

 

※１ 非連結子会社及び関連会社の株式等

投資有価証券(株式) 36,981千円

(うち、共同支配企業に対する投資

の金額)
36,981千円

投資その他の資産その他 238,781千円

(出資金) 　

 

２　偶発債務

連結会社従業員の銀行借入期末残高264千円、ア
ストラニッポンガスケット インドネシア（株)の
銀行借入期末残高150,000千円に対し保証を行っ
ております。

２　偶発債務

連結会社従業員の銀行借入期末残高995千円、ア
ストラニッポンガスケット インドネシア（株)の
銀行借入期末残高150,000千円及び非連結子会社
天津大豊精機汽車設備有限公司の銀行借入期末残
高66,195千円に対し保証を行っております。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 12,406,127千円

有価証券勘定 700,446千円

計 13,106,574千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金、定期積金
△720,274千円

償還期間が３ケ月を超える債券等 △700,446千円

現金及び現金同等物 11,685,853千円

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,016,791千円

有価証券勘定 104,968千円

計 17,121,759千円

預入期間が３ケ月を超える

定期預金、定期積金
△640,182千円

償還期間が３ケ月を超える債券等 △104,968千円

現金及び現金同等物 16,376,608千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年９月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 28,222,657

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 152,498

　

３  新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 ─ ─ 89,964

合計 ─ 89,964

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 224,562 8.00平成21年３月31日 平成21年６月19日

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 利益剰余金 224,561 8.00平成21年９月30日 平成21年11月26日
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
自動車部品
関連事業
(千円)

自動車製造用
設備関連事業
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

21,115,8505,107,57641,27926,264,706 ― 26,264,706

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 31,664345,520377,185△377,185 ―

計 21,115,8505,139,241386,80026,641,891△377,18526,264,706

営業利益 1,548,051288,94732,5141,869,513△1,145,187724,326

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
自動車部品
関連事業
(千円)

自動車製造用
設備関連事業
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

15,739,4721,277,88650,07617,067,435 ― 17,067,435

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 46,052271,904317,956△317,956 ―

計 15,739,4721,323,939321,98017,385,392△317,95617,067,435

営業利益又は営業損失(△) 1,790,916△127,42530,1791,693,670△1,078,406615,264
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前第２四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年９月30日)

　
自動車部品
関連事業
(千円)

自動車製造用
設備関連事業
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

43,231,4469,542,900164,48752,938,834 ― 52,938,834

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 129,154602,415731,570△731,570 ―

計 43,231,4469,672,054766,90353,670,404△731,57052,938,834

営業利益 3,522,566601,34165,5214,189,429△2,388,8071,800,622

(注)　１　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

(1) 自動車部品関連事業………………軸受製品、ダイカスト製品、ガスケット製品、組付製品

(2) 自動車製造用設備関連事業………搬送装置、金型、溶接機、設備部品

(3) その他………………………………物品の小売、作業改善コンサルティング、自動車部品の物流、梱包

等のサービス業

３　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、四半期連結財務諸表提出会社及び国内連

結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を10～12年としておりましたが、平成20年税制改正を契機

に耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間より９年に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業費用は「自動車部

品関連事業」が145,701千円、「自動車製造用設備関連事業」が78,478千円、「その他事業」が766千円増

加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更(海外子会社等の財務諸表項目の換算

方法の変更)」に記載のとおり、海外連結子会社等の収益及び費用は、従来、当該子会社等の決算日の為替

相場により換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均相場による換算に変更しており

ます。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高が「自動車部品

関連事業」が204,029千円減少、「その他事業」が56千円減少し、営業費用が「自動車部品関連事業」が

195,402千円減少、「その他事業」が58千円減少し、営業利益が「自動車部品関連事業」が8,626千円減少、

「その他事業」が1千円増加しております。なお、「自動車製造用設備関連事業」については、セグメント

に与える影響はございません。

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更(棚卸資産の評価基準及び評価方法の

変更)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、主として総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業費用は「自動車部

品関連事業」が33,329千円増加、「自動車製造用設備関連事業」が92,074千円増加し、営業利益がそれぞ

れ同額減少しております。
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当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
自動車部品
関連事業
(千円)

自動車製造用
設備関連事業
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は全社
(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

27,892,4062,664,097102,85830,659,363 ― 30,659,363

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

─ 54,651511,245565,896△565,896 ―

計 27,892,4062,718,748614,10331,225,259△565,89630,659,363

営業利益又は営業損失(△) 1,346,930△475,79144,934916,073△1,496,616△580,543

(注)　１　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

(1) 自動車部品関連事業………………軸受製品、ダイカスト製品、ガスケット製品、組付製品

(2) 自動車製造用設備関連事業………搬送装置、金型、溶接機、設備部品

(3) その他………………………………物品の小売、作業改善コンサルティング、自動車部品の物流、梱包

等のサービス業
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成20年７月１日  至  平成20年９月30日)

　
日本
(千円)

北米　
(千円)

アジア
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

23,012,339800,5581,660,899790,90826,264,706― 26,264,706

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,070,990─ 67,543 ─ 1,138,533△1,138,533―

計 24,083,330800,5581,728,442790,90827,403,239△1,138,53326,264,706

営業利益又は営業損失(△) 454,099△19,097227,59716,031678,63145,694724,326

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(千円)

北米　
(千円)

アジア
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

15,287,659411,6441,003,821364,31017,067,435― 17,067,435

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,040,595─ 43,699 ─ 1,084,294△1,084,294―

計 16,328,254411,6441,047,520364,31018,151,729△1,084,29417,067,435

営業利益又は営業損失(△) 562,976△68,52642,85752,603589,91125,353615,264

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　
日本
(千円)

北米
(千円)

アジア　
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

46,504,5011,660,2103,232,3801,541,74152,938,834― 52,938,834

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,266,877─ 112,675 ─ 2,379,553△2,379,553―

計 48,771,3781,660,2103,345,0551,541,74155,318,387△2,379,55352,938,834

営業利益又は営業損失(△) 1,212,909△33,695475,71230,9261,685,853114,7691,800,622

(注)　１　国又は地域別の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国

①　北米地域…………米国

②　アジア地域………韓国、インドネシア、中国、シンガポール、タイ

③　その他の地域……ハンガリー

３　「追加情報(有形固定資産の耐用年数の変更)」に記載のとおり、四半期連結財務諸表提出会社及び国内連

結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を10～12年としておりましたが、平成20年税制改正を契機

に耐用年数の見直しを行い、第１四半期連結会計期間より９年に変更しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業費用は「日本」が

224,947千円増加し、営業利益が同額減少しております。

４　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更(海外子会社等の財務諸表項目の換算

方法の変更)」に記載のとおり、海外連結子会社等の収益及び費用は、従来、当該子会社等の決算日の為替

相場により換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均相場による換算に変更しており

ます。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の外部顧客に対する売上

高が、「北米」が23,414千円減少、「アジア」が1,967千円増加、「その他」が182,638千円減少し、営業費

用が「北米」が23,889千円減少、「アジア」が5,806千円増加、「その他」が177,377千円減少し、また営業

利益は「北米」が475千円増加、「アジア」が3,838千円減少、「その他」が5,261千円減少しております。

なお、「日本」については、セグメントに与える影響はございません。

５　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更(棚卸資産の評価基準及び評価方法の

変更)」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計
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基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を適用し、主として総平均法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業費用は「日本」が

125,404千円増加し、営業利益が同額減少しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　
日本
(千円)

北米
(千円)

アジア　
(千円)

その他
(千円)

計(千円)
消去又は
全社(千円)

連結(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

27,628,993652,7201,704,337673,31230,659,363― 30,659,363

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,545,078─ 87,211 ─ 1,632,290△1,632,290―

計 29,174,072652,7201,791,548673,31232,291,653△1,632,29030,659,363

営業利益又は営業損失(△) △571,523△196,16959,40032,463△675,83095,286△580,543

(注)　１　国又は地域別の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国

①　北米地域…………米国

②　アジア地域………韓国、インドネシア、中国、シンガポール、タイ

③　その他の地域……ハンガリー
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　 北米 アジア 中近東 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 826,8022,031,666557,0631,471,4594,886,992

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 26,264,706

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.1 7.8 2.1 5.6 18.6

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　 北米 アジア 中近東 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 471,5751,310,814386,662 719,9792,889,032

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 17,067,435

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

2.8 7.7 2.3 4.2 16.9

　

前第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　 北米 アジア 中近東 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,803,9013,886,754920,3832,825,2899,436,328

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 52,938,834

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

3.4 7.4 1.7 5.3 17.8

(注)　１　地域別の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国

①　北米地域…………米国

②　アジア地域………韓国、インドネシア、中国、シンガポール、タイ

③　中近東地域………アラブ首長国連邦、サウジアラビア

④　その他の地域……フランス、ハンガリー

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　 北米 アジア 中近東 その他 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 793,4192,205,955578,3111,161,4564,739,143

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― ― 30,659,363

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

2.6 7.2 1.9 3.8 15.5

(注)　１　地域別の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国

①　北米地域…………米国

②　アジア地域………韓国、インドネシア、中国、シンガポール、タイ

③　中近東地域………アラブ首長国連邦、サウジアラビア

④　その他の地域……フランス、ハンガリー
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(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

１ 費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　8,515千円

　

２ 付与したストック・オプションの内容

　 平成21年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役　16名、当社従業員３名、当社子会社取締役18名

株式の種類別ストック・オプション付与数 普通株式　187,000株

付与日 平成21年８月18日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成23年８月１日～平成25年７月31日

権利行使価格（円） 707

付与日における公正な評価単価（円） 208
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 1,476.61円
　

　 　

　 1,499.26円
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 35.44円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 31.71円
　

１株当たり四半期純損失 40.17円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

994,134 △1,127,613

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

994,134 △1,127,613

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 28,051,914 28,070,226

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた四半期純利益調整額の主要な内訳 (千円)　

─ ─

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳(株)
転換社債型新株予約権付社債
新株予約権

3,406,588

△105,280

─

─

普通株式増加数(株) 3,301,308 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

─ ─
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 11.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 10.57円
　

１株当たり四半期純損失 12.25円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。

 

(注)　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

331,187 △344,028

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

331,187 △344,028

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 28,070,938 28,070,181

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた四半期純利益調整額の主要な内訳 (千円)　

─ ─

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いら
れた普通株式増加数の主要な内訳(株)
転換社債型新株予約権付社債
新株予約権

3,406,588

△168,773

─

─

普通株式増加数(株) 3,237,815 ─

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式について前
連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

─ ─
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第104期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当については、平成21年10月30日開催の取

締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。

①　中間配当金の総額                          224,561千円

②　１株当たり中間配当金                          8円00銭

③　効力発生日ならびに支払開始日            平成21年11月26日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月13日

大豊工業株式会社

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　房　　弘　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　原　　光　　爵　　印
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊

工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊工業株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

追加情報に記載のとおり、会社及び国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間より有形固定資産の一部に

ついて耐用年数を変更している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

大豊工業株式会社

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　原　　光　　爵　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　戸　　田　　　　　栄　　印
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大豊

工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大豊工業株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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